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１．はじめに 思ったように密集市街地の整備が進展せず、結果的に有

効に機能しないという問題がある。そこで密集市街地に

おいては、個々の敷地における個別の建替えを促進する

ことで、街区さらには地区単位での住環境の改善と道路

空間上の基盤整備を行い、防災性を向上させていくこと

が有効であると考えられるため、これを可能とする方法

の提案・提示及び効果の実証が求められている。 

 

金沢市は、城下町として発展し、また非戦災地である

ことからも、多くの歴史的要素が残存している。その城

下町の中で、大きな位置を占めているのが卯辰山山麓寺

院群、小立野寺院群、そして寺町寺院群の３つの寺院群

である。これらの寺院群は歴史的、あるいは地理的な意

味でも大きな役割を持っており、各々の特性が異なるこ

とからも、金沢市における重要な文化遺産として保存・

継承を図る必要があると言える。 

そこで本研究では、金沢市寺町台地区を対象として、

歴史的な地区が有する実態や都市計画的な課題を明らか

にし、それらを軽減あるいは解消する方策を提言するこ

とを目的とする。 寺町寺院群は、約 60ha と非常に大きな規模を誇って

おり、その始まりは元和２年(1616)三代藩主前田利常の

時代にも遡る。寺院の数は 70 を超え、その多くは「寺

町通り」、「旧鶴来街道」の２つの通りに立ち並んでい

る。「寺町通り」では直線道路の両脇に寺社が立ち並び、

寺院が連続した町並みを形成しており、また「旧鶴来街

道」では歴史的建築物 1)と寺院が混在した町並みが見ら

れ、両者共に歴史的な町並みとして重要な地区を形成し

ている。 

 

２．既往研究と本研究の位置付け 

 密集市街地における規制誘導手法の活用に関する既往

研究としては、 
 Ⅰ)個別事例における各手法の運用実態について調べ

たものがあり、街並み誘導型地区計画を取り扱った野澤

ら 1)、連担建築物設計制度を扱った金ら 2)等がある。 
 Ⅱ)川崎 3)は路地保全を前提として３項道路の実績と

効果を明らかにしている。 このような歴史的な町並みが残存する地区においては、

建築物の老朽化、それに伴った耐震性能の低下や災害時

の延焼等、都市計画的な問題が数多く懸念される。この

ような地区においては、早急に建替えを進めるべきであ

るが、一人暮らし高齢者や低所得者等の建設資金の調達

といった経済的要因や、更新後の住居者確保、現住居者

の立ち退き要請問題、道路条件の悪さによる高密度利用

の難しさ等が挙げられる。また、密集市街地における建

築更新上、建築基準法上の接道条件を満足できない敷地

（以下、無接道敷地とする）において、現行規制では、

建替えを行うこと自体が困難であるなどの問題がある。

この解決策として、共同建替えといった手法が考えられ

るが、共同建替えは密集市街地の抱える問題の１つであ

る複雑な権利関係の調整に関わる私法的な問題により、 

 しかし、歴史的な要素が数多く残存する地区において、

路地および建築物の保全を前提として、まちづくり誘導

手法4)の適用を行った例はまだ見られないという点にお

いて、本研究の意義があると考える。 

 

３．対象地区の現状と問題敷地 

 

 （１）対象地区の概要 

 対象地区は金沢市寺町台地区において「寺社風景保全

区域」に指定される区域(図－１参照)とする。対象地区

内においては寺社や町家等の歴史的建築物だけでなく、

護岸や擁壁等の歴史的な石積み、石碑等の工作物も数多

く残存している。これらの基本データは、現地調査およ

び既存の寺町台地区の報告書注２)の結果を活用した。 *キーワーズ：市街地整備、地区計画 

 **学生員、金沢大学自然科学研究科社会基盤専攻 

 （２）対象地区の現状 ***正員、工博、金沢大学理工研究域環境デザイン学系 

 図-１より、対象地区全域において歴史的要素が分布

していることがわかる。その数を見ると、寺社は63件、

石積み工作物およびその他工作物は286件である。対象
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地区内にはおよそ2200の建築物が存在しており、約14%

(298/2200)もの建築物が町家系建築物であり、歴史的建

築物が非常に多く残存している地区である事がわかる。

また町家系建築物だけでなく、歴史のある寺社や重要な

工作物等も数多く残存しており(写真-1，2)、歴史的な

町並み保全のためにはこれらへの方策も併せて必要とな

る。 

 

 
図-１ 対象地区における歴史的要素 

 

 

写真-1，2 歴史的な崖(左)と寺社における石積み(右) 

 

 （３）対象地区における問題敷地の分布 

 表-１に問題となる敷地を抽出する際の条件について、

その項目と基準を示す。前面道路幅員としては「幅員

4.0 ｍ未満」のものについて無接道敷地注 3)として抽出

し、道路形態が「袋路」であるものについて、緊急車両

のアクセスや二方向非難等の問題が挙げられるため抽出

を行った。(図-２) 

図-２より、無接道敷地は広く分布しているが、一定

の塊状的な分布状況を示していると言える。対象地区内

の袋路は25件が確認され、そのほとんどが無接道敷地

と接していることがわかった。これらは防災上危険性が

高く、早期の改善が必要である。また図中の緑敷地は

2.7-4.0ｍの道路に接している敷地であり、これらには

後述する「三項道路」の指定が可能であるため、路地を

保全したまま建築物の更新を行える可能性があると考え

られる。しかし、図中の茶敷地においては、現状のまま

建築更新を行うのは困難であり、セットバック等が必要

であることから、路地保全といった都市計画的手法の適

用は困難であると言える。さらに図中の青敷地において

は、「1.8m未満」道路にしか接しておらず、現状のま

までは建築更新そのものがきわめて困難である。 

 

表-１ 問題敷地の項目と基準および抽出数 
項目 基準 抽出数 

前面道路幅員

2.7-4.0 ｍ 482 件 

1.8-2.7 ｍ 332 件 

1.8 ｍ未満 21 件 

道路形状 袋路 25 本 

 

 
図-２ 対象地区における問題敷地 

  

４．事例地区における整備施策の検討 

 

（１）密集市街地への適用が想定される規制誘導手法 
本研究では、歴史的な木造密集市街地において活用

が想定される規制誘導手法として、まちづくり誘導手法



の適用を考察する。まちづくり誘導手法とは、密集市街

地の建替えを促進し防災性の向上を図るため、接道要件、

道路斜線制限、建ぺい率制限等の建築基準法の集団規定

や地区計画制度の特例制度等の規制誘導手法を指す。ま

た、まちづくり誘導手法は、単なる緩和手法ではなく、

ある規制を緩和した分、他の規制を強化するといった一

般規制の置き換えを行うものであり、いずれの手法も、

交通、安全、防火、衛生の面で支障がないことが条件と

されている。代表的な手法として「街並み誘導型地区計

画」、「建ぺい率特例許可」、「三項道路」、「連担建

築物設計制度」、「43 条ただし書き許可」の５つが挙

げられる。各手法の概要については以下の通りである。 
 「街並み誘導型地区計画」：地区計画制度の１つであ

り、地区整備計画に、壁面の位置の制限や高さ・容積率

の最高限度などを定め、特定行政庁が一定の条件で認定

した建築物について、前面道路幅員による容積率制限と

斜線制限の適用を除外することが可能な手法である。こ

れは、地区スケールで適用することが可能であり、密集

市街地に適用することで、区画道路や生活道路の拡幅整

備と沿道建物の建替えを一体的に進められるとともに、

高さや壁面の位置が揃った街並みの形成を目指すことが

可能となる。 
 「建ぺい率特例許可」：特定行政庁が敷地の隣地側に

壁面線を指定するか、または地区計画で壁面の位置の制

限を定め、これを地区計画建築条例に定めた場合に、特

定行政庁の許可で建ぺい率制限を緩和できる制度である。

この制度は、隣地境界線側に、採光、通風等の確保に有

効な一体的で連続的な空地を創出することを条件に、指

定建ぺい率の緩和を認めるもので、建築面積が広がるこ

とにより、老朽化した建物の更新が期待できる。 
 「三項道路」：幅員４ｍ未満の道路について、土地の

状況によりどうしても拡幅することが困難な場合に、特

定行政庁が、建築審査会の同意を得て、幅員 2.7m 以上

4.0 ｍ未満の道路を指定することが可能となる手法であ

る。また、この手法は、これまで道路拡幅が明らかに困

難な斜面地などに限定して使用されていたが、2003 年

の建築基準法改正で、三項道路に接する建物に対して、

条例により敷地、構造、建築設備、用途に関する必要な

制限を付加できるようになったことに加え、2004 年に

国土交通省から出された三項道路の運用に関する通知で

は、密集市街地内の老朽化した木造建築物の建替えの促

進を図る場合などに三項道路の指定を考慮して差し支え

ない旨の判断が示されたことから、密集市街地における

三項道路の活用の可能性が広がってきている。   

 「連担建築物設計制度」：既存の建物を含む複数の敷

地・建物を一体として合理的な設計を行う場合に、特定

行政庁の認定により、当該敷地群を1つの敷地とみなし

て、接道義務、建ぺい率・容積率制限、斜線制限等を適

用できる制度である。密集市街地においては、無接道敷

地や狭小敷地でも、周囲の建築物とともに環境を改善し

ながら、ある程度の規模を確保した建替えが可能になる

ことから、建替えの促進や環境の改善、防災性の向上が

期待できる。 

 「43 条ただし書き許可」：無接道敷地に対してある

一定の条件を満たしたものについて、特定行政庁が建築

審査会の同意を得て許可することで、例外的に建替えを

認める制度である。許可基準は特定行政庁によって細か

な違いがあるものの、全国にほぼ共通している基準とし

て、建築基準法上の道路とすることが現時点で難しいこ

とを前提とした上で、建替え時に道路上空間が4ｍ以上

となるまで建物を後退させること、2 階以下の専用住宅

にすること、通路に接する全ての権利者の同意を得るな

どがある。この手法は、建物の用途や規模が制限される

ものの、基準を満たせば建替えが可能となるため、全国

的によく使用されている。 
 

 （２）整備施策の検討 

密集市街地における問題を解消する最もふさわしい

まちづくり誘導手法を選択するためには、２つの物理的

な観点から、検討対象の密集市街地への適用可能性を判

断し、それを基に適用するまちづくり誘導手法を選択す

る。２つの物理的な観点とは、「敷地が接する道路・道

の状況」と「沿道敷地にかかる形態規制と敷地条件によ

る沿道建築物の面積・形態」といった観点であり、図-

３は２つの観点からふさわしい手法の選択方法を標準的

に示したものである。 

ただし、密集市街地の状況によってはこれらの手法

を重ね合わせて適用することが望ましい場合もあり、こ

のほかに適用手続きに違いがあることも考慮しなければ

ならない。 

 

図-３ まちづくり誘導手法の標準的な選択方法 

 

 図-３より、最適な手法の選択においては「建築基準

法の道路であるかどうか」が最も重要であることがわか

る。対象地区においては三項道路への適用可能な敷地が

多く見られ、これらについては三項道路の適用を行うこ

とにより、路地を保全した建築物更新あるいは居住環境

の改善が可能となる。しかし、「1.8-2.7ｍ未満」の道

路にのみ接している敷地については、建築更新の際に４

ｍセットバック等が必要であり、路地の保全が困難であ

ることや、４ｍ拡幅の際に敷地面積が減少し、居住水準



の確保が困難になる恐れもある。このような敷地におい

ては「連担建築物設計制度」あるいは「43条ただし書き

許可」の適用が有効であると考えられる。特に「連担建

築物設計制度」においては、既存の建物が存在すること

を前提に、それとの関係を調整して全体で合理的な設計

を行った上で、新しく建てる建物を順次連担させていく。

そのため、区域内の建物を同時に建替える必要はなく、

個々の建物は任意の時期に建替えることや増改築するこ

とが可能となることから、路地の保全や歴史的な建築物

の保全に有効であると言える。 

 また「街並み誘導型地区計画」および「建ぺい率特例

許可」については、現状として４ｍ以上の道路に接して

いる敷地に対して有効であり、また接道条件を満たして

いない敷地に対しても「三項道路」や「連担建築物設計

制度」との併用を行えば適用は可能であると考えられる。 

 

５．おわりに 

 

 本研究では歴史的な木造密集市街地である金沢市寺町

台地区を対象に、木造密集市街地が抱える課題の解決を

図る方策としてまちづくり誘導手法の適用の可能性につ

いて考察を行った。歴史的な木造密集市街地に残存する

路地や工作物等を保全・保存したまま建築物の更新が可

能であるかどうかは、道路条件に大きく関係しているこ

とが明らかとなった。2.7-4.0ｍの道路に接している場

合であれば、「三項道路」の指定を行うことにより、道

路の拡幅を行うことなく建築物の更新が可能であり、2.

7ｍ未満の場合でも「連担建築物設計制度」の適用によ

り、建築物や路地の保全といった事が可能となる。 

 すなわち、歴史的な木造密集市街地においても「まち

づくり誘導手法」は課題を解決するための有効な手段の

一つであり、かつ路地や建築物の保全といった観点から

も有効な手段であると言える。しかし手法の適用には認

定・許可基準を満たさなければならず、また住民間の合

意形成も必要である等今後検討していかなければならな

い項目も多い。 

 最後に今後の課題および今後の展望を以下に示す。 

1) 本稿は対象地区におけるまちづくり誘導手法の適用

の可能性を考察したものであり、実際の敷地面積や

建ぺい率等はこの段階では考慮されていない。その

ため今後は問題が集中する地区をケーススタディと

して取り上げ、手法の適用および最も効果が得られ

る手法の考察を行う必要がある。 

2) 今回は木造密集市街地が抱える物理的な要因(道路

条件等)を主に取り上げ、その解決を図るものであ

るが、密集市街地整備においては物理的な阻害要因

だけでなく、一人暮らし高齢者や低所得者等の建設

資金の調達といった経済的要因や、更新後の住居者

確保、現住居者の立ち退き要請問題等の社会的・経

済的問題も考慮しなければならない。密集市街地の

改善には、規制誘導手法のみでなく、事業、改修、

住宅施策等の手法を効果的に組み合わせること、ま

た、土地区画整理事業等の街路整備型の公共事業と

の併用等を考慮する必要がある。 

3) 本研究の対象地区である金沢市寺町台地区は、寺社

や町家等が数多く残存し、歴史的な街並みを形成し

ており、一般的な市街地とは異なる様相を呈してい

る。そのため、このような歴史的な木造密集市街地

の特殊性を十分に考慮し、木造密集市街地整備の一

般化に向けた議論の更なる展開が必要である。 

 

補注 

１） ここでは昭和25年以前に建築された家屋を歴史的建

築物と定義している。 

２） 金沢市寺町寺院群区域伝統的建造物群保存対策調査中

間報告書。寺町寺院群区域を対象として実施した伝統

的建造物群保存対策調査の報告書であり、その中間報

告として2010年3月に取りまとめられたもの。 

３） ここでは、一つの敷地において複数の道路が接してい

る場合、幅員の大きな方を採用している。また、幅員

が2.7-4.0ｍのものを接道不良(３項道路)、1.8-2.7

ｍを接道不良(２項道路)、1.8ｍ未満のものを無接道

と定義して抽出を行った。 
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